様式１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
東京都知事　殿
企業等の所在地　　　　　　　　　　　　　
企業等の名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　
平成31年度東京ライフ・ワーク・バランス認定企業募集要項に基づき、下記のとおり応募します。

記
１　企業等の概要等
	主な事業内容
	
	創業年
	
　　　　　年

	従業員数
	常時使用する従業員数　　　人（うち 男性　　人　女性　　人）
（内訳）正社員　　　人（うち 男性　　人　女性　　人）
パート等　　　人（うち 男性　　人　女性　　人）

	平均勤続年数　
（正社員）
	　　　　　　　年
(うち 男性　　年、女性　　年)
	年次有給休暇取得率　
（正社員）
	前　年　　　％　
前々年　　　％

	
	
	算出方法…全取得日数/全付与日数（繰越日数を含む）

	採　用　者　数
(正社員)
パート等からの転換者含む
	前年　  男性　人
女性　人
前々年  男性　人
　　　  女性　人
	※離職者数
（正社員）
	前　年　　男性　　人
　　　　　　女性　　人
前々年　　男性　　人
　　　　　　女性　　人

	※管理職者数
（課長相当職以上）
	 男性　　　人　　　　　　女性　　　人　　（管理職に占める女性の割合：　　％）

	育児休業取得者数　
（正社員）　
	前年　 男性　人（対象者　 人）
女性　人（対象者　 人）
前々年 男性　人（対象者 　人）
[bookmark: _GoBack]女性　人(対象者 　人)
注)社内制度利用者を含む
	介護休業取得者数　
（正社員）
	前　年　　　　男性　　人
女性　　人
前々年　　　　男性　　人
女性　　人
注)社内制度利用者を含む

	１日の所定労働時間
（正社員）
	時間　　　分　※変形労働時間制を採用している場合は１日の平均所定労働時間

	※１人あたりの
年間実労働時間
（正社員）
	前年　　　時間（所定内　　時間　所定外　　時間）
前々年　　　時間（所定内　　時間　所定外　　時間）

	算出方法…（年間所定労働時間＋年間所定外労働時間－年次有給休暇時間数－欠勤・遅刻・早退時間－その他の休暇時間数）／社員数

	年間法定外労働時間が360時間を超える労働者の存否
	存・否
	特別条項付36協定で定める
時間外労働の上限時間
	年　　時間
注)特別条項付36協定を策定している場合のみ記入

	育児休業制度又は
看護休暇制度の整備状況
	いずれかが法定超
	法定通り
	育児時短勤務制度の
整備状況
	法定超
	法定通り

	介護休業制度又は
介護休暇制度の整備状況
	いずれかが法定超
	法定通り
	グループ会社で過去に認定された
企業の有無
	有・無

	本申請の担当
	部課係名
	

	
	職・担当者氏名
	

	
	連　絡　先
	電話番号
	FAX番号

	
	
	メールアドレス
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※ 離職者数・管理職者数（女性）・実労働時間については、認定企業の審査において重要な項目であるため、
その数値の状況について説明する必要がある場合は、２⑺備考欄に明記してください。

２　ライフ・ワーク・バランスの推進に係る取組の概要
　（以下の各項目について、要点をわかりやすく、かつ、簡潔に記載してください。）

	(1)アピールポイント
	




	(2)取組を始めた
きっかけ及び目的
(取組を開始する以前にどのような課題があったか等を記載)
	

	(3)経営層の関与
(取組を進めるに当たって、経営者等がどのように関与したかを記載)
	

	(4)社内推進体制
(従業員の意見の聴取方法や、制度運用上の特長・工夫等を記載)
	

	(5)取組内容及び
効果・実績

※効果・実績には、取組内容に記載した取組の効果や制度等の利用実績を、できるだけ数値で記入してください。(数値化が難しいものは具体例を挙げるなどしてください。)
	【開始時期】　　　　　　　　　　　　年

	
	取　組　内　容
	効　果　・　実　績
（原則として過去３年分）

	
	
	

	(6)　備　考

※以下の場合は、この欄に記入してください。
①離職者数・管理職者数(女性)・実労働時間について、数値の状況を説明する必要がある場合
②取組の推進を目的に、ライフ・ワーク・バランスに関する外部の講座等を受講したことがある場合
	




＊記載欄が不足する場合は、適宜、欄を拡張して記載してください。
＊添付書類　
＜必須＞
　1 労働関係法令等チェックリスト(申請書別紙１)、要件該当誓約書(申請書別紙１の２)
　＜任意＞
2応募した取組に対する従業員(又は労働組内等)の意見書(申請書別紙２) 
3取組内容が分かる社内資料（研修資料、社内アンケート等）があれば、可能な限り添付してください。
4次世代育成支援対策推進法における一般事業主行動計画や女性活躍推進法における女性の活躍推進に向けた行動計画を策定されている場合には、可能であれば添付してください。
5過去に貴社の取組みが、本事業以外で表彰を受けたことがある場合には、可能であればそのことが分かる書類を添付してください。
例：○○区の制度において、ワークライフバランスに関する優れた取組みとして表彰された。
　　
image1.emf
あり なし

添付書類


Microsoft_Excel_97-2003_Worksheet1.xls
25年度認定企業スケジュール

				平成２５年度　ＷＬＢ認定企業の流れ ニンテイキギョウ

																		添付書類 テンプショルイ

				実施内容 ジッシナイヨウ		平成25年度
実施 ヘイセイネンドジッシ		実施内容（詳細） ジッシナイヨウショウサイ		関係部署 カンケイブショ		備考 ビコウ						あり		なし

		委員就任依頼 イインシュウニンイライ		委員就任依頼起案 イインシュウニンイライキアン		4月1日
→決定4月8日
→委員に承諾書送付 ガツニチケッテイガツニチイインショウダクショソウフ		委員の就任依頼の起案。新規委員には支払金口座振替登録依頼書を送付。 イインシュウニンイライキアンシンキイインシハライキンコウザフリカエトウロクイライショソウフ				読売新聞大津委員が部長名でしか口振依頼書を出せない、と言ってきたため少しもめた。
局担当出納員に聞いたところ、委員の承諾書も部長名でもらえば問題ないとのことだったので、承諾書の様式を例年から多少変更し、部長が大津委員の就任を承諾する形にした。 ヨミウリシンブンオオツイインブチョウメイクチブリイライショダイスコキョクタントウスイトウインキイインショウダクショブチョウメイモンダイショウダクショヨウシキレイネンタショウヘンコウブチョウオオツイインシュウニンショウダクカタチ

		募集チラシ ボシュウ		認定企業募集リーフレット印刷業者に下見積り（シンソー印刷・正和商事） ニンテイキギョウボシュウインサツギョウシャシタミツモインサツショウワショウジ		4月4日依頼
→4月4日（シンソー）、4月5日（正和）下見積り受領 ガツカイライガツカガツカショウワシタミツモズリョウ		23、24はシンソー印刷。正和商事も早くて安いという噂を聞き、下見積りをもらった。 インサツショウワショウジハヤヤスウワサキシタミツモ				シンソー　\228.900-
正和商事　\239,400- ショウワショウジ

		広報 コウホウ		広報東京都６月に掲載してもらうため、普及情報に原稿を提出。 コウホウトウキョウトガツケイサイフキュウジョウホウゲンコウテイシュツ		41,368

		募集チラシ ボシュウ		認定企業募集リーフレット印刷起案 インサツキアン		4月5日起案
→4月10日決定、用度持込 ガツカキアンガツカケッテイヨウドモチコミ		もちまわった。用度にはあらかじめ急ぎの案件があると連絡しておき、仕様書等を確認してもらう。決定後は電子調達システム（業務ポータルから入る）で案件登録。 ヨウドイソアンケンレンラクシヨウショトウカクニンケッテイゴデンシチョウタツギョウムハイアンケントウロク				過去の認定企業の声を変更。その他は変えずに仕様書を作成。内容の詳細決定は4月19日の第1回委員会後。 カコニンテイキギョウコエヘンコウタカシヨウショサクセイナイヨウショウサイケッテイガツニチダイイッカイイインカイゴ

		委嘱について イショク		委員の委嘱について起案 イインイショクキアン		41,369		起案日は4月12日にしてある。決定日は15日に設定。
※　委員就任以来起案→決定取れたら承諾書を委員に送付→委員から承諾書が返ってきたら委嘱について起案→決定取れたら委嘱状送付、という流れ キアンビガツニチケッテイビカセッテイイインシュウニンイライキアンケッテイトショウダクショイインソウフイインショウダクショカエイショクキアンケッテイトイショクジョウソウフナガ

		第1回審査会開催について ダイイッカイシンサカイカイサイ		審査会（第1回）開催について起案 シンサカイダイイッカイカイサイキアン		41,372		起案日は4月15日にしてある。決定日は4月15日に設定。 キアンヒガツカケッテイビガツニチセッテイ






